2017年広島県政白書の検討課題
2017年3月15日　ヒロシマ革新懇　川后

1　湯崎県政8年間の、地域と県民の暮らしの変化
　　2008年リーマンショック翌年の県知事選挙で湯崎県政がスタート
　　民主党政権の｢右往左往｣､その後の安倍政権＝アベノミクス
　　湯崎県政の一貫した｢イノベーション路線
チャレンジビジョンと｢まち･ひと･しごと総合戦略｣
県民･地域の実態を反映しない湯崎ビジョン

2　｢貧困と格差の拡大｣
　　県内の｢貧困｣の深化をリアルに見つめる
　　県内富裕層の実態はあまり見えない
　　｢税と社会保障一体改革｣

3　地域･自治体の構造変化
　　県内自治体を変えたいくつかの要因
	｢平成の大合併｣
	｢権限委譲｣
	少子高齢化
	構造改革政治への批判

4　県内主要産業と労働者･就労者
　　労働者の｢流動化･非正規化｣｢貧困化｣は進んでいるか
　　　外国人就労者の実態
　　　　経済センサス･就業構造基本調査等の行政情報統計
　　　　家計調査の動き
	農林水産業、サービス産業、公務、製造、医療･福祉･介護
	就業形態(正規･非正規)と賃金水準
農業所得と年金水準…中山間地の経済の実態を表すもの
中小業者の倒産･廃業、地域の担い手の縮小・崩壊
湯崎県政の｢イノベーション｣は、県内雇用に貢献したか

5　災害対策と｢安心・安全｣
　　土砂災害防止法訂正後の｢再調査結果｣・・精度を高めるため行われた
	土砂災害危険エリア　3万1000→4万9500
　　　　全国で1.広島県2.島根県3.山口県
「自助･共助･公助」と｢県民大運動｣・・広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動条例
地域の安全の担い手、消防体制(広域消防と地域消防団)
公的避難施設と防災士育成
　　防災士とは
゛自助゛゛共助゛゛協働゛を原則として、社会の様々な場で防災力を高める活動が期待され、そのため　の十分な意識と一定の知識・技能を修得したことを、日本防災士機構が認証した人です。防災士資格は民間資格ですから特別の権限や義務を持つものではありません。
　　　　広島県　2259人　2017年2月末
6　県内の市民運動と共同闘争
　　9条の会、ストップ戦争法、原発ゼロ
　　伝統的な広島型統一闘争
	給食まつり、保育まつり、	保育センター、学童保育連絡協議会
　　核兵器廃絶･平和運動
労働運動と共同闘争
　　　なかなか統一できない
7　人口減少･経済縮小下の自治体･経済政策のあり方
　　｢成長神話｣｢拡大神話｣の到達点
　　この提起が必要ではないか。こっちの夢を、起債を掛けてまで行政が予算を膨らます必要があるのか。補助裏で起債を掛けていく行政。
　　内発的発展から地域循環型経済の違い
　　行政のあり方、県政が何を行うのか…湯崎さんが掲げる発展の夢
　　地元の研究者に・・
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